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11月24日開催

九州・沖縄８県経済同友会
代表幹事との意見交換会開催

ので、都市企業のサテライト拠点誘致
を働き掛けていきたい」、「転職なき移
住に向けて、ワーケーションなどでま
ずは関係人口を増やしていくべき」、「魅
力ある大学へと改革するため、開発エ
ンジニアなど、リモートしやすい職種
に向けた教育促進を実施しては」と
いった意見が活発に交わされた。

「変われない日本」の変革の鍵となる、
民間主導のイノベーションを実現していく

経済同友会の櫻田謙悟代表幹事
（SOMPOホールディングスグループ
CEO取締役代表執行役社長）は、「岸田
政権への期待」とし、日本が30年にわ
たり成長していない現実の克服、変革
であると問題提起した。「日本の最大の
問題は『変われない国』であること。
本会では、政府と企業が共通の目的の
下で、それぞれの役割を担い、日本の
存続と国としての価値向上に取り組む、

“Corporate Japan”を確立するための
議論を開始した」、「世界に先駆けて日
本発のロールモデルを発信する、イノ
ベーションは民間主導でこそ創出され
るという視点、ダイバーシティ＆イン
クルージョンの重要性といった経済同
友会のアイデアは、政府の『新しい資本
主義実現会議』が11月８日に発表した、
緊急提言の序文でも表されている」、「あ
りたい日本の姿について、全国各地の
経済同友会とも共有していきたい。働
き方改革、ダイバーシティを育む文化
が、日本がイノベーションを通じて成

生率の低下である。未婚率が上昇し、
既婚者の出生数も減少しており、結婚
を促す社会・企業の仕組み作りや、地
域の実情に応じた子育て・教育支援対
策の推進が必要だ」、「要因の二つ目は、
人口流出である。他世代に比べて圧倒
的に多い10代、20代の域外流出を抑制
するには、地域での進学の機会確保と、
魅力的な雇用の場の創出が重要である」、

「人口減少問題について、これまでも見
えていた部分と、新型コロナウイルス
感染症によって大きな変化のあった部
分、両面から捉えて、本日議論いただ
きたい」と述べた。

意見交換では、出生率向上のために
女性が活躍できる職場環境の整備が話
題に上がり、産休や育休が女性の昇進
に影響しない施策を導入した例が紹介
され、「世帯収入の維持の面でも重要と
なる、転出女性の多くがＵターンして
いない現状に対し、地域での就業機会
とともに、文化・スポーツを含めた魅
力ある生活環境づくりが必要」という
意見などがあった。デジタル化の活用
については、「情報格差が縮まっている

経済同友会では、東北、中部、中国
など日本各地のブロックごとに、各地
経済同友会代表幹事と東京の経済同友
会代表幹事、幹部等が一堂に会する意
見交換会を実施している。

九州・沖縄８県経済同友会代表幹事
との意見交換会では、開会にあたり、福
岡経済同友会代表幹事（九州経済同友
会代表委員＊）の青柳俊彦氏（九州旅客
鉄道代表取締役社長執行役員）が、「政
策提言を行う立場に加えて、経営者や
企業として何をしていくべきか考えな
がら、忌

き

憚
たん

のない意見交換を実施し、
お互いに気付きがある有意義な時間に
したい」と挨拶した。

人口減少・少子化対策に向け、
九州各地で提言を実践するアクションを

九州経済同友会が、2018年６月に公
表した『九州における人口減少・少子
化対策のあり方』の提言内容と、九州
各地で提言の説明会を開催したといっ
た提言実践に向けた取り組みについて、
青柳代表幹事より説明があった。「直面
している人口減少要因の一つ目は、出

11月24日、櫻田謙悟経済同友会代表幹
事、副代表幹事、関連委員長などが大分
県を訪れ、九州・沖縄８県経済同友会代
表幹事との意見交換会を行った。「人口
減少・少子化対策」と「岸田政権への期
待」をテーマに考えを共有し合い、未来
に向けた議論を実施した。

櫻田 謙悟 経済同友会 代表幹事 青柳 俊彦 福岡経済同友会 代表幹事

＊九州・沖縄８県の経済同友会では、九州経済の一体的発展を目指して、平素より九州経済同友会の名称で、提言活動などを行っている
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長していくための一番の原動力であり、
私たち経営者はアクションを起こすこ
とができるはずだ」と述べた。

意見交換では、「イノベーションに取
り組む企業への支援、リカレント教育、
高生産性企業への労働移動の促進が必
要ではないか」、「各地域でリスクマネー
の供給とエコシステムの整備を行い、地
元の大学発ベンチャーを支援していっ
てほしい」、「観光立国を目指してサー
ビス産業、観光産業で女性の新規雇用
が進んだが、コロナ禍で打撃を受けて
いる。サービスはタダという感覚が消
費者に根付いていることも問題であり、
今後名称を含めて考えていく必要があ
るのではないか」といった意見などが
あった。

意見交換会をきっかけに、
　 若手経営者にも広がる輪と行動 　

経済同友会では、2019年度より若手
経営者の参加を促進するノミネートメ
ンバー制度を設けている。ノミネート

メンバーには本会活動への積極的な参
加を呼び掛けており、今回の活動には
３人が参加した。

第１期ノミネートメンバーであり会
員の出雲充氏（ユーグレナ取締役社長）
は、「九州や沖縄の経済同友会の方々と
議論できる貴重な機会と思い参加した。
九州の大学には素晴らしい技術がたく
さん眠っていることを、皆さまにお伝
えすることで、地元の大学発ベンチャー
を応援していただけたらうれしい」と
語った。また、第２期ノミネートメン
バーである倉橋隆文氏（SmartHR取締
役COO）は、「経済同友会は、会員間の

距離が近く、経営者同士のつながりが
でき、視野も広がってありがたかっ
た。九州・沖縄で先進的に取り組まれ
ている課題に大きな成果が上がった際
には、ぜひ日本全国に発信いただきた
い」、山野智久氏（アソビュー代表取
締役CEO）は、「地域固有の課題に対し
て、産業界として考えている解決方法
をリアルに伺うことができ、大変参考
になった。観光レジャー産業の経営生
産性を上げるためには、デジタルツー
ルの活用が第一歩であると、直接お伝
えできたことも有意義であった」と感
想を述べた。

大分県知事・大分市長との意見交換会開催

九州・沖縄８県経済同友会代表幹事
との意見交換会同日、櫻田謙悟経済同
友会代表幹事をはじめとする本会幹部
と佐藤樹一郎大分市長との意見交換会、
その後に広瀬勝貞大分県知事との意見
交換会を開催した。新型コロナウイル
ス感染症による地域経済への影響、県
や市の取り組み、岸田政権への期待に
ついて議論した。
佐藤市長は意見交換会で、「コロナ対

策を実施する中で、医療崩壊が一度も
起きていない」と説明し、まち・ひと・
しごと創生を掲げる第２期大分市総合
戦略の取り組みについても紹介した。
櫻田代表幹事から、「医療体制について、
ルールを作っても運用で滞る例が多い
が、運用の成功要因はコミュニケーショ
ンと意思決定の早さか」と問われ、「県
と市で行っている毎日の相談が重要で
あった。市町村の枠を超えて患者を収
容することもできた」と語った。
広瀬県知事は意見交換会で、「コロナ
対策を実施する中では、DXが重要であ
り、時短協力金ではスマホ申請前提の
仕組みとし約２週間で給付を行った」と
述べ、地方活性化への取り組みについ
ては、宇宙港と民間活力による地域振
興などを紹介した。また「テレワークや
副業・兼業の普及により、企業でなく

人が地方に来ることができるようになっ
ており、人口の社会増を目指す上でも
人の力に着目することが大事」と語った。
櫻田代表幹事は、「コロナ感染症ではDX
を活用したスピード感を持った対応、
災害では再建ではなくより強靭化する
形での復興を進められている。足元の
課題解決に加え、５～10年先を見据え
た宇宙進出にも取り組まれるなど、大
分は両利きの県政であると実感した」と
述べた。

広瀬 勝貞 大分県知事

佐藤 樹一郎 大分市長


